












による避難者数は、2014 年 5 月時点で約 25 万人
となっている。このうち約 2 割に相当する約 5.3
万人が、県外避難である。2012 年 6 月時点では、


































































































※ 避難者数は 2013 年 9 月当時のもので、復興庁（2014）、福島県避難者支援課（2014）を参照した。




































いく。図 3 によれば、2011 年 6 月に福島県から
県外へ避難した人は 38,896 名で、その後漸増し、
2012 年 3 月の 62,831 名をピークに少しずつ減っ













新潟県では、2012 年 2 月の 6,728 名をピークに
避難者数は漸減しているが、2014 年 5 月時点で
4,281 名の避難者が居住している。これは福島か






































































































新 潟 県 は、2011 年 4 月、 同 6 月、 同 12 月、




から 2014 年まで継続して行われてきた 4 調査を


































調査期間 2011/6/8- 2011/12/5-19 2012/12/15-2013/2/25 2013/12/12-2014/2/28
































図 5　避難者の居住形態（上図は 2011 年、下図
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図 11　今後の拠点について：（上）2012 − 14 年の推移　（下）2013 − 14 年、区域内外別
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近くからは減ったものの、依然として 3 − 4 割を
占めており、将来についての決定が依然として難












































図 13　（図 11 で、このまま新潟県に定住すると回答した世帯へ）新潟に定住する理由
（左：2013 年、右：2014 年）※回答項目は自由記述よりキーワード化され集計されている
図 14（図 11 で、未定と回答した世帯へ）未定の理由（左：2013 年、右 2014 年）
※回答項目は自由記述よりキーワード化され集計されている　　
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の 2011 年 7 月に導入を決めたのが新潟県であっ
た。制度導入に先駆けて、新潟県は避難者アンケー
トを行った。すなわちアンケートで避難者の意向






























対し、2012 年 4 月からは、警戒区域等以外は助
成対象から外されることになった。
























ため 2011 年 10 月末で募集を終了した。茨城県は開始二ヶ月間は自主避難者の入居は受け入れていなかったが、
2011 年 10 月からは各市町村の判断で、避難対象者は未確定となった。2012 年 1 月からは県内すべての市町村で
自主避難者も対象として募集がなされた。次に、東京都は、2011 年 7 月 27 日より制度を開始したが、9 月末まで
制度対象者を「既に都内に避難されている方」と明記し、警戒区域内外は問わないが、新規自主避難者は対象外
であったが、10 月から 2012 年 1 月までは新避難者（自主避難者含む）も対象となった。千葉県は、各市町村に
より対応が異なった。2011 年 12 月 20 日時点で、千葉県 54 市町村中、38 市町村が対応、7 市町村が調整、9 市町
村が未定との判断を下していた。






支援を 1 月 16 日から行います」と明言している。


































































































































































2 （海南 , 2013）（山下・開沼 , 2012）（山下他 , 2013）（重
田他 , 2014）（森松 , 2013）（山根 , 2013）（原口 , 2013）（福
島原発告訴団 , 2013）（NHK 福祉ポータル ハートネッ
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51福島県外における原発避難者の実情と受入れ自治体による支援
Three years after the nuclear disaster in Fukushima, about 12.5 thousand Fukushima inhabitants have continued 
evacuation, of which 4.5 thousand have evacuated to outside Fukushima Prefecture. The Fukushima evacuees include 
not only inhabitants from the mandatory evacuating zone but also from outside the zone, as certain areas outside the 
zone in and near Fukushima Prefecture are as contaminated as the mandatory evacuating zone. Niigata Prefecture is 
one of the top three local governments that accept many evacuees. This paper explores the situation of such evacuees 
by analyzing four evacuee surveys conducted by Niigata Prefecture from 2011 to 2014.
The results show that many evacuees have continued evacuation life in hardship, in particular those from outside 
the mandatory evacuating zone. Many of such evacuee families have lived apart after the disaster; typically mothers 
evacuate with their children, who are considerably vulnerable to radioactive substances, while fathers remained in 
Fukushima for work and travel to their families on the weekends. Niigata Prefecture has recognized such hardship 
and has taken some assistance measures. Despite such hardship, many evacuees are reluctant to return, in order to 
avoid health risks due to radioactive contamination, and they face decision dilemma.
（2014 年 5 月 30 日受理）
Situation of the Nuclear Evacuees Outside Fukushima Prefecture
With Assistance by a Hosting Local Government
-An Analysis of Fukushima Evacuee Surveys
Conducted by Niigata Prefecture
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